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本研究の目的は，立地変更に伴う relocation costが，都市システムの産業立地パターンに与える影響を明ら
かにすることである．そのために，relocation costを導入した多都市・多産業 Core-Peripheryモデルを構築す
る．そして，安定均衡解として創発する集積パターンを理論解析・数値解析により調べる．解析の結果，階層
的な産業構造が安定的な均衡状態として創発し得ることが明らかにされた．
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1. はじめに

企業や家計の立地変更には，立地慣性と呼ばれる慣

性力が働くことが地理学分野などでよく知られている．

これは，企業や家計の立地変更には大きな費用が必要

となることから，直観的に理解できる．この立地変更

のための費用 (以降，relocation cost)は，通常考えられ
る直接的な費用のみならず，例えば，労働力・市場・情

報の不確実性に伴う広い意味での費用も含めて考える

ことができる．実際，Burda1)は，real optionアプロー
チにより，不確実性の存在が移住の障壁を高くするこ

とを理論的に明らかにしている．

この relocation costによる慣性力は，企業や家計の
立地変更を妨げる方向の力を働かせるものの，必ずし

も長期的な都市システムの構造を完全に固定するもの

ではないことに注意が必要である．例えば，Fujita2)は，

慣性力が存在する都市システムにおいて，現実に劇的

な構造変化がアメリカや日本で起こっていることを指

摘している1．そして，その結果として，過去の状態に

依存した都市システムの空間構造 (e.g.,階層的な都市シ
ステム)が形成されることを示唆している．

relocation costなどによる立地変更の慣性力は，一
般には立地主体により大きく異なっており，その異質性

1 Sjaastad3)を始めとするmigrationに関する研究では，relocation
cost の存在が大規模な移住を生み出すことを理論的に説明して
いる．

が階層的な都市システムの形成に大きな影響を及ぼし

ていると考えることができる．これは，relocation cost
が比較的小さいと考えられる第 3次産業の都市集積が
他の産業と比べて顕著であるという事実 (e.g., 久武4))
からも推察できる．すなわち，都市システムの劇的な

構造変化は，relocation costが比較的低い企業の急激
な都市集積によりもたらされ，その一方で，relocation
costが比較的高い企業は強い慣性力により空間分布が
変化しない．その結果，既存の都市システムの空間構

造が，新たな都市システムへと変化する．

そこで，本稿では，産業毎に異なる relocation costに
よる立地変更の慣性力が都市システムの産業構造に与

える影響を，新経済地理学モデルにより明らかにする．

より具体的には，立地変更の慣性力が，1)都市システム
の産業構造を階層化させる，2)大幅な産業構造の変化
を生み出すことを示す．そのために，relocation costを
導入した多産業 Core-Periphery (CP) モデルを構築す
る．そして，Akamatsu, Takayama and Ikeda5),高山・
赤松6)の手法を応用することで，多産業 CPモデルの分
岐特性を明らかにする．ただし，本章で示す relocation
costを導入した多産業CPモデルには，非常に多くの安
定的な均衡状態が存在しており，その初期状態に応じ

て輸送費用の減少に伴い創発する安定的な集積パター

ンが大きく異なる．そこで，本章では，その代表的ケー

スとして，産業構造が自律的に階層化することを示す
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ために，全産業が各都市に均等に分散している状態か

らの集積パターンの推移を解析的に示す2．

企業や家計の立地変更に費用がかかることを考慮し

た集積経済モデルに関する研究は，これまでもいくつ

か行われてきた．その殆どは，Krugman7), Baldwin8),
Ottaviano9), 織田澤・赤松10), Oyama11)に代表される，

予見的 (forward-looking) な労働者を考慮した研究で
ある．しかし，これらの研究は，企業・労働者の移住に

関する混雑効果を導入するために relocation costを導
入しているに過ぎない．そのため，relocation costを
移住フローの関数で表現しており，立地変更を直接妨

げる慣性力を表現しているわけではない．上記とは異

なる方向の研究として，異質な企業の sorting 現象を
relocation costを導入したMelitz12)モデルにより説明

した Baldwin and Okubo13)が挙げられる．しかし，そ

の relocation costは，上記した研究と同様，移住フロー
の関数として表現されている．したがって，従来研究

には，relocation costによる立地変更の慣性力が都市
システムの産業構造に与える影響を調べたものは存在

しない．

階層的な都市システムの形成を説明する理論は古く

から発展しており，その代表的理論は古典的な経済地

理学分野の Chrisaller14), Lösch15)の中心地理論である．

この理論は，規模の経済と輸送費用のトレード・オフに

より，産業の階層構造が創発することを示唆している．

しかし，その結論を説明するためのミクロ経済学的基

礎が欠如している問題が古くから指摘されてきた．こ

の問題に対して，Eaton and Lipsey16)は，経済モデル

により階層的な産業構造の形成を説明している．しか

し，このモデルには複数の均衡解が存在するものの，そ

の安定性が確認されていないという問題を残している．

上記のような課題を解決した研究は，近年，新経済地

理学分野を中心に蓄積されている．その代表的な研究は，

Fujita, Krugman and Mori17), Tabuchi and Thisse18)で

ある．Fujita, Krugman and Mori は，Krugman19)の

Core-Periphery(CP)モデルを連続空間・多産業の枠組
みに拡張し，数値計算により階層的な都市システムが

創発することを確認している．Tabuchi and Thisseは，
多産業 CPモデルにおいて，輸送費用の低下に伴う均
衡解の分岐現象により産業構造が階層化することを解

析的に示している．さらに，Hsu20)は，企業間の空間

競争を考慮した企業立地モデルにより，産業構造が階

層化する集積パターンが安定均衡解となることを示し

2初期状態の仮定は，産業の階層構造が自律的に創発することを示
すためのものである．異なる初期状態を考えても，人口分布の
対称性さえ満たされていれば，本章で示す解析手法と全く同様
の方法により，輸送費用の減少に伴う集積パターンの進展を解
析的に示すことができる．また，初期の人口分布に対称性がな
い場合でも，本章 6 節で用いる計算分岐理論を利用すれば，数
値的に集積パターンの進展を調べることは可能である．

ている．しかし，これらの研究では，relocation costが
集積パターンに与える影響を全く考慮していない．し

たがって，本研究で得られる結果は，既存研究にはな

い，新たな都市階層構造の形成メカニズムを示すもの

である．

本章の構成は以下のとおりである．まず，2節では，
relocation cost を導入した多産業 CPモデルの枠組み
を示し，その調整ダイナミクス，均衡状態と安定性を

定義する．次に，3節で都市システムの空間構造を設定
した上で，分岐解析の準備のために固有値解析を行う．

その結果を利用して，都市内の産業構造が階層化する

条件を 4節で明らかにする．5節では，階層化した産業
構造が，その後，どのように進展するのかを示す．6節
では，計算分岐理論に基づいた数値実験により，より

詳細な産業の集積パターンを示す．最後に，7節で結論
を述べる．

2. 多産業Core-Peripheryモデル

本章で扱う relocation costを導入した多産業 CPモ
デルの枠組みを示す．そして，以降でモデルの特性を

調べるために，均衡状態とその安定性を定義する．

(1) モデルの設定

a) 都市・経済環境の設定

離散的なK個の都市が存在する都市経済システムを考
える．労働者は，技術・知識水準に応じて skilled worker
と unskilled workerに分類される．skilled workerは，
T種類に分けられる高度な技術のうち，いずれか 1つを
所有する労働者であり，その技術を活用して起業する

self-employed entrepreneur である3．この労働者は，

都市間を自由に移動できるものの，移住の際に所有す

る技術の種類に応じて relocation costが必要となると
仮定する．unskilled workerは，高度な技術を持たず，
労働集約的作業に従事する労働者である．また，すべて

の都市に一様に分布し，労働・居住する都市を選択でき

ない．技術 tを所有する skilled worker (以降，skilled
worker t)，unskilled workerの総人口は，各々，H(t),L
であり，全都市に一様に分布する unskilled workerの
各都市の人口は l = L/Kと表す．
この経済には，農業部門と工業部門の 2部門が存在
する．農業部門は，収穫一定の技術により，unskilled
workerの労働を生産要素として 1種類の同質な財 (以

3 この仮定は，Krugman21), Zeng22), Takatsuka and Zeng23)と
同様，skilled worker は従事する産業を変更することができな
いという意味を持つ．ただし，この仮定は特殊なものではない．
例えば，skilled worker が特定の産業に従事するには他の産業
にはない特別な能力が必要となるため，従事する産業を変更す
るには多大なコストがかかるという状況を考えることに対応し
ている．
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降，農業財)を生産する完全競争的な部門である．工業
部門は，収穫逓増の技術により，差別化された財を生

産する独占競争的な部門である．この部門は，必要と

なる技術の種類に応じて T種類の産業に分けられ，産
業 tの企業 (以降，企業 t)は，財 (以降，工業財 t)を生
産するために，生産要素として skilled worker t及び
unskilled workerの労働を投入する必要がある．ある
都市で生産された財は，隣接する都市間を結ぶ交通ネッ

トワークにより他の都市へ輸送することができるため，

どの都市でも消費することができる．

b) 消費者行動

都市 iの消費者は，効用関数Ui({CM(t)
i },CA

i )を所得制
約 Yiの下で最大化するように，工業財と農業財の消費

量 {CM(t)
i },CA

i を決定する:

max
{CM(t)

i },CA
i

Ui({CM(t)
i },CA

i ) =
T−1∑
t=0

µ(t) ln CM(t)
i + CA

i (1a)

s.t. pA
i CA

i +

T−1∑
t=0

∑
j

∫ n(t)
j

0
p(t)

ji (k)q(t)
ji (k)dk = Yi, (1b)

ここで，µ(t) > 0は工業財 tへの支出割合を表す定数，
pA

i は都市 iにおける農業財の価格である．kは，各産業
tの工業財の種類を表すインデックスであり，常に工業
財の種類が連続的かつ無限に存在すると仮定するため，

連続変数とする．p(t)
i j (k), q(t)

i j (k)は，各々，都市 jで生産
され，都市 iで消費される工業財 tの種類毎の価格，消
費量を表す．n(t)

j は都市 jで生産された工業財 tのバラ

エティ数である．また，工業財 tの消費量 CM(t)
i は，工

業財 tの消費量 q(t)
i j (k)を代替の弾力性 σ(t) > 1を用いて

集計した，

CM(t)
i =

∑
j

∫ n(t)
j

0
q(t)

i j (k)(σ(t)−1)/σ(t)
dk


σ(t)/(σ(t)−1)

(2)

によって定義される．

効用最大化問題 (1)を解くことにより，農業財・工業
財 tの消費量が価格 pA

i = 1, p(t)
ji (k)，所得 Yiの関数とし

て，次のように導出される:

CA
i =

Yi

pA
i

−
T−1∑
t=0

µ(t), CM(t)
i = µ(t)

pA
i

ρ(t)
i

, (3a)

q(t)
i j (k) = µ(t)

pA
i ρ
σ−1
i

p(t)
ji (k)σ

. (3b)

ここで，ρ(t)
i は，都市 iでの工業財 tの価格指数

ρ(t)
i =

∑
j

∫ n(t)
j

0
p(t)

ji (k)1−σ(t)
dk


1/(1−σ(t))

(4)

である．以上の結果より，都市 i全体で消費する都市 j
で生産した工業財 tの種類 kの消費量Q(t)

ji (k)は，skilled

worker tの各都市の人口を h(t) = [h(t)
0 , h

(t)
1 , ..., h

(t)
K−1]T と

すると，次のように表せる:

Q(t)
ji (k) = q(t)

ji (k) (Hi + l) . (5)

ここで，Hi ≡
∑T−1

t=0 h(t)
i である．

c) 企業行動

農業部門では，unskilled workerの労働のみを生産
要素とし，同質な財を完全競争のもとで収穫一定の技

術により生産する．この場合，一般性を失うことなく，

1単位の unskilled workerの労働により，1単位の財
が生産されると基準化できる．したがって，限界費用

原理から，農業財の価格 pA
i は，unskilled workerの賃

金wL
i と等しくなる．また，農業財の輸送には費用がか

からないニューメレール財と仮定するため，どの都市

においても農業財の価格，unskilled workerの賃金は
等しい (i.e., pA

i = wL
i = 1 ∀i).

工業部門では，企業 t は，同産業の企業間で Dixit-
Stiglitz型の独占的競争を行う．すなわち，自由に参入・
撤退できると仮定した企業が，収穫逓増の技術により

差別化された工業財 tを生産する．規模の経済，消費者
の多様性の選好，ならびに供給できる財の種類に制限

がないことから，どの企業も必ず他企業とは異なる種

類の財を生産する．そのため，生産を行う企業 tの数
は，供給される財の種類 n(t)

i に等しい．また，企業 tが
工業財 tを生産するためには，skilled worker tの労働
を 1単位と，生産量 x(t)

i (k)に応じて unskilled worker
の労働を β(t)x(t)

i (k)単位，生産要素として投入する必要
があると仮定する．この仮定から，生産を行う企業 tの
数 n(t)

i は，都市 iに居住する skilled worker tの人口 h(t)
i

と等しくなる (i.e., n(t)
i = h(t)

i )．また，工業財 tの生産費
用関数は，skilled worker tの賃金を w(t)

i とすると，以

下のように与えられる:

c(x(t)
i (k),w(t)

i ) = w(t)
i + βx

(t)
i (k). (6)

工業財 tの輸送には費用がかかると考える．この輸
送費用は，氷塊費用の形をとると仮定する．すなわち，

都市 iから jに 1単位の工業財 tを輸送すると，1単位
のうち 1/τ(t)

i j 単位だけが実際に到着し，残りは溶けてし

まうと考える．そのため，工業財 tの需要量 Q(t)
ji (k)と

供給量 x(t)
i (k)との間に次の関係が成立する:

x(t)
i (k) =

∑
j

τ(t)
i j Q(t)

i j (k). (7)

工業部門では，Dixit-Stiglitz型の独占的競争を仮定
しているため，企業 tは価格指数 ρ(t)

i ，消費者の需要量

(5)を所与として自ら生産する工業財 tの価格 p(t)
i j (k)を

設定する．そのため，企業 tの利潤最大化行動は，次の
ように定式化できる:

max
{p(t)

i j (k)}
Π(t)

i (k) =
∑

j

p(t)
i j (k)Q(t)

i j (k) − c(x(t)
i (k),w(t)

i ). (8)
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この企業の最適条件と工業財 tの需要量 (5)より，工業
財の価格 p(t)

i j (k)が次のように導出される:

p(t)
i j (k) =

σ(t)β

σ(t) − 1
τ(t)

i j . (9)

この結果から明らかなように，工業財 tの価格は財の種
類 kには依存しない．さらに，Q(t)

i j (k), x(t)
i (k)も財の種類

kには依存しない．そこで，以降では kを省略し，各々，
p(t)

i j ,Q
(t)
i j , x

(t)
i と表記する．

(2) 短期均衡条件と均衡解の導出

都市経済システムにおいて，財の生産・消費量と賃金，

財価格は，skilled worker tが移住できない程，短期間
で均衡すると仮定する．この状態を “短期均衡状態”と
呼ぼう．短期均衡状態では，企業の参入・撤退が自由で

あることから，企業 tの利潤が常にゼロとなる．した
がって，skilled worker tの賃金は次のように表せる:

w(t)
i =

(∑
j

p(t)
i j Q(t)

i j − βx
(t)
i

)
. (10)

さらに，短期均衡状態では，工業財 tの市場清算条件が
成立する．工業財には輸送費用がかかるため，この市

場清算条件は，式 (7)で表わされる．

以上の短期均衡条件から得られる短期均衡解を示そ

う．都市 iの価格指数 ρ(t)
i は，式 (4)に式 (9)を代入す

ることで，また，skilled worker tの均衡賃金 w(t)
i は，

式 (10)に価格指数 ρ(t)
i ，式 (5), (7), (9)を代入すること

で，以下のように導出できる:

ρ(t)
i (h(t)) =

σ(t)β

σ(t) − 1

(
∆(t)

i (h(t))
)1/(1−σ(t))

, (11)

w(t)
i (h(t)) =

µ(t)

σ(t)

∑
j

 d(t)
i j

∆(t)
j (h(t))

 (H j + l
)
. (12)

ここで，d(t)
i j は都市 i, j間の交易に関する条件を表わし，

d(t)
i j ≡ {τ

(t)
i j }

1−σ(t)
, (13)

∆(t)
i (h(t))は都市 iの工業財市場の大きさを表わす指標で
あり，以下のように定義される:

∆(t)
i (h(t)) ≡

∑
j

d(t)
ji h(t)

j . (14)

式 (5), (9), (11)より，d(t)
i j は，d(t)

i j = p(t)
i j Q(t)

i j /p
(t)
j j Q(t)

j j と表

すことができる．これは，d(t)
i j が，都市 iにおける，都

市 jで生産された工業財 tの支出額と自都市 (i.e, 都市
i)で生産された工業財 tの支出額の比率を表しているこ
とを意味する．

以上の結果は，(i, j)要素が d(t)
i j である都市間の交易条

件を表す空間割引行列D(t) を定義することで，その数

学的構造を明確にすることができる．具体的には，空

間割引行列D(t) と，

∆(t) ≡ [∆(t)
0 (h(t)),∆(t)

1 (h(t)), ...,∆(t)
K−1] =D(t)Th(t) (15)

M (t) ≡D(t){diag[∆(t)]}−1 (16)

を利用すると，次の補題が得られる:

補題 2.1 skilled worker t の間接効用関数 v(t) は，

skilled workerの各都市の人口h = [{h(1)}T, ..., {h(T)}T]T

の陽関数である4:

v(t)(h) =
∑

m

S(m)(h(m))

+ {σ(t)}−1
[
w(t),(H)(h) +w(t),(L)(h(t))

]
(17)

ここで，右辺のベクトルは，

S(t)(h(t)) ≡ (σ(t) − 1)−1 ln[D(t)h(t)], (18a)

w(t),(H)(h) ≡M (t)H , w(t),(L)(h(t)) ≡ lM (t)1, (18b)

H ≡ [H0,H1, ...,HK−1]T, 1は全ての要素が 1の K× 1ベ
クトルである．また，ベクトルの各要素に対数をとる

場合，ln[a] ≡ [ln a0, ln a1, ...]T と表記した．

(3) 調整ダイナミクス，長期均衡状態と安定性

長期的には，skilled workerは，自らの得る効用を最
大化するように労働・居住する都市を選択することが

できる．この skilled workerの都市選択及び移住行動
が長期的に落ち着く状態を “長期均衡状態”と呼ぼう．
CPモデルの長期均衡状態は，後に示されるように，複
数存在する．したがって，均衡選択のためには，均衡

解周りの摂動に対する安定性，すなわち局所的な漸近

安定性を調べる必要がある．そこで，ここでは長期均

衡状態とその安定性を定義する．

本研究で構築するモデルでは，skilled worker tは，
所有する技術に応じて，居住する都市を iから jに変更
する場合，その距離 t(i, j)に応じた relocation cost η(t)

i j

が必要となる．本研究では，この relocation costの違
いにより産業の異質性を表現する．以降では，その極

端なケースとして，η(t)
i j が次のように与えられると仮定

する:

η(1)
i j = 0 ∀i, j, (19a)

η(t)
i j < η

(t+1)
i j ∀t. (19b)

これは，産業 t毎に必要となる relocation costが異な
り，そのうち 1つの産業は費用がかからないことを意
味している．この設定は，例えば，サービス業を表す

産業 1に必要な relocation costが非常に小さい一方で，
製造業 (産業 m)は大きな費用が必要であることを考え
れば，現実にも想定され得る状況である．

長期均衡状態やその局所安定性を定義するために，

skilled worker tの都市選択に関する調整ダイナミクス
4 消費者の都市選択に無関係である定数項と係数 µ(t) は省略した．
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を示そう．skilled worker tは，時々刻々，効用の低い
都市から高い都市に移住すると仮定する．より具体的

には，時点 sにおいて ds間に立地点 iから jへと移る
skilled worker tの数 ρ(t)

i j (s)を次のように与える:

ρ(t)
i j (s) = {H(t)}−1h(t)

i (s)h(t)
j (s)

[
v(t)

j (h(s)) − v(t)
i (h(s)) − η(t)

i j

]
+

(20)

ここで，h(t)
i (s), v(t)

i (h(s))は都市 iの時点 sでの skilled
worker t の人口と効用水準，[a]+ ≡ max{a, 0} であ
る．この式 (20)は，skilled worker tの移動スピード
ρ(t)

i j (s)が居住する都市を変更することによる効用の増分

[v(t)
j (h(s))− v(t)

i (h(s))− η(t)
i j ]+と各都市の skilled worker

tの人口に比例することを意味している．
式 (20) で示した ρ(t)

i j (s) に関する仮定は，skilled
worker tの行動が，立地変更を行う時点のみに支払う
relocation costと効用フローとの差で (i.e.,ストックと
フローを比較して)決定されるという，非現実的なもの
であるように見える．しかし，この仮定 (20)は，skilled
worker tが将来得られる効用も考慮して立地変更を行
う状況と対応が取れる．ここでは，それを具体的に確

認しておこう．skilled worker tが都市 iにおいて現時
点 s = s0 から将来に渡り得られる効用は，割引率 δを

用いて，∫ ∞

s0

vi(h(s)) exp[−δ(s − s0)]ds =
vi(h(s0))
δ

(21)

と表現されると考える．これは，skilled worker tは将
来に渡り得られる効用を，現時点 s0での人口分布 h(s0)
が将来も続くと考えて算出することを意味する．この

ように効用を表現できる場合，ρ(t)
i j (s)は，以下のように

与えられる:

ρ(t)
i j (s) =

h(t)
i (s)h(t)

j (s)

δH(t)

[
v(t)

j (h(s)) − v(t)
i (h(s)) − δη(t)

i j

]
+
.

(22)

上式は，δ = 1となるように時間単位を基準化すると，
式 (20)と一致する．以上より，ρ(t)

i j (s)に関する仮定は，
skilled worker tが relocation costと将来にわたり得ら
れる効用を比較して立地変更をする状況を表現してい

ることがわかる．

上述の仮定 (20)より，時点 s+dsでの都市 iの skilled
worker tの人口 h(t)

i (s + ds)は

h(t)
i (s + ds) = h(t)

i (s) +
∑

j

{ρ(t)
ji (s) − ρ(t)

i j (s)}ds (23)

で表される．したがって，調整ダイナミクスは次のよ

うに与えられる:

ḣ(t)
i = F(t)

i (h) ≡h(t)
i

∑
j

h(t)
j

H(t)

{[
v(t)

i (h) − v(t)
j (h) − η(t)

ji

]
+

−
[
v(t)

j (h) − v(t)
i (h) − η(t)

i j

]
+

}
. (24)

上式より，都市間の効用差 |v(t)
i (h)−v(t)

j (h)|が relocation

cost η(t)
i j を下回る限り，skilled worker tは都市間を移動

しない (i.e., F(t)
i (h) = 0)ことがわかる．ただし，skilled

worker 0の調整ダイナミクスF(0)
i (h)は，relocation cost

が不要である (i.e., η(0)
i j = 0)と仮定したため，次のよう

に表される:

F(0)
i (h) = h(0)

i {v
(0)
i (h) − v̄(0)(h)}, (25)

v̄(0)(h) ≡
∑

j

h(0)
j v(0)

j (h). (26)

このダイナミクスは，新経済地理学分野でも標準的に

用いられる replicator dynamicsである．

次に，長期均衡状態とその局所安定性を定義しよう．

長期均衡状態は，次の条件
∣∣∣∣v(t)

j (h) − v(t)
i (h)

∣∣∣∣ ≤ η(t)
i j if h(t)

i , h
(t)
j > 0,

v(t)
j (h) − v(t)

i (h) ≥ −η(t)
i j if h(t)

i = 0,
∀t (27)

を満たすh∗で定義される．この定義は，relocation cost
を考慮しない場合:v(t)

j (h) − v(t)
i (h) = 0 if h(t)

i , h
(t)
j > 0,

v(t)
j (h) − v(t)

i (h) ≥ 0 if h(t)
i = 0,

∀t (28)

と比較すると，より緩い条件となっているに注意が必

要である．

長期均衡状態 h∗の安定性は，前章までの漸近安定性

とは異なり，均衡点周りの (リアプノフの)安定性によ
り定義する．この正確な定義は次の通りである．

定義 2.1 システム ḣ = F (h)の時点 sでの状態を h(s)
とする．定常状態 h∗ は，任意の実数 ϵ > 0 に対して
||h(0) − h∗|| ≤ δ のとき ||h(s) − h∗|| ≤ ϵ が任意の時点
s ≥ 0で満たされるような実数 δ > 0が存在するならば，
(リアプノフ)安定である．

この定義から，relocation costが必要な skilled worker
t の人口分布 h(t)∗ の微小な摂動に対する安定性 (i.e.,
F (h) = 0の解 h∗からの微小な摂動が，skilled worker
tの移住をもたらすか否か)は，調整ダイナミクスの定
義 (24)より，hが条件

∣∣∣∣v(t)
j (h) − v(t)

i (h)
∣∣∣∣ < η(t)

i j if h(t)
i , h

(t)
j > 0

v(t)
j (h) − v(t)

i (h) > −η(t)
i j if h(t)

i = 0
∀t (29)

を満たすか否かで判定できる．これは，条件 (29)が満
たされれば，h∗の近傍 hn に対して ḣ(t) = F (t)(hn) = 0

となる (i.e., skilled worker tは移住しない)ためである．

以上より，人口分布 h(t)∗が条件 (29)を満たし，かつ
relocation costのかからない skilled worker 0の人口
分布 h(0)∗も摂動に対して安定的であれば，長期均衡状

態 h∗ も安定的である．この安定性は，条件 (29)下で
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は，調整ダイナミクスが

ḣ = F (h) =


F (0)(h)

0
...

0

 (30)

で表されるため，その右辺 F (0)(h∗)の Jacobi行列:

∇F (h∗) =
∇0F

(0)(h∗) · · · ∇mF
(0)(h∗) · · · ∇T−1F

(0)(h∗)

0 · · · 0 · · · 0
...

...
...

0 · · · 0 · · · 0


(31)

の固有値 g = [g(0)
0 , ..., g

(T−1)
K−1 ]Tの符号により判定できる．

ここで，∇mF
(0)(h∗)は，(i, j)要素が ∂F(0)

i (h∗)/∂h(m)
j の

Jacobi行列であり，次のように表される:

∇0F
(0)(h∗) = diag[v(0)(h∗) − v̄(0)(h∗)1]

+
diag[h(0)∗][(H(0)I − 1{h(0)∗}T)∇0v

(0) − 1{v(0)(h∗)}T]
H(0)

,

(32a)

∇mF
(0)(h∗) =

diag[h(0)∗](H(0)I − 1{h(0)∗}T)∇mv
(0)

H(0)
.

(32b)

上式の右辺の Jacobi行列は，次のように与えられる:

∇mv
(n) ≡ ∂v

(n)

∂h(m)

= ∇mS
(m) + σ−1

{
∇mw

(n),(H) + ∇mw
(n),(L)

}
, (33)

∇mS
(m) = (σ − 1)−1M (m), (34)

∇mw
(n),(H) =


M (n) −M (n)diag[H]{M (n)}T

if m = n,

M (n) if m , n,

(35)

∇mw
(n),(L) =

−lM (n){M (n)}T if m = n,

0 if m , n.
(36)

3. 円周都市システムでの Net Agglomera-
tion Force

多都市・多産業 CPモデルでは，パラメータ (e.g.,輸
送費用パラメータ)の変化に伴い，均衡解が分岐する．
したがって，CPモデルで創発する集積パターンを把握
するには，均衡状態の安定性が分岐パラメータ (e.g.,輸
送費用パラメータ τ)に対してどのような特性を持つか
を明らかにしなければならない．そこで，本節では，都

市数が 4，産業数が 2の場合について5，この解析が高
5 本章で都市数・産業数を限定するのは，階層的な産業構造が創発
するメカニズムを解析的に明快に示すためである．都市数・産

0

13

2

図–1 円周 4都市システム

山・赤松6)で示した手法を応用することで，容易に行う

ことができることを示す．

(1) 都市システム空間の設定

半径 1の円周上に番号 i = 0, 1, 2, 3の順に 4個の都市
を配置する．2つの都市 i, j間の距離は c(i, j)と表され
る．隣接する都市間の距離は均等であると仮定し，隣

接していない都市間の距離は最短経路距離で定義する

(図–1 )，すなわち，

c(i, j) =
2π
4

min{|i − j|, 4 − |i − j|}. (37)

都市間の工業財の輸送に必要な氷塊費用 τ(t)
i j は，この

空間条件 {c(i, j)}に対して定義される．より具体的には，
氷塊費用 τ(t)

i j は，式 (37)で表わされる c(i, j)に対して，

τ(t)
i j ≡ exp[τ(t)c(i, j)] (38)

と定義される．この τ(t)
i j の定義から，空間割引行列D(t)

(前節 (2)参照)の i, j要素 d(t)
i j は，

d(t)
i j ≡ exp[(1 − σ(t))τ(t)c(i, j)] (39)

で与えられる．

円周都市システムでは，空間割引行列D(t) の要素の

配列には，“巡回行列”と呼ばれる規則性がある．すな
わち，

r(t) ≡ exp[(1 − σ(t))τ(t)(2π/4)] ∈ (0, 1] (40)

と定義すると，行列D(t)は，(i, j)要素が d(t)
i j = (r(t))m(i, j)

で与えられ，第 1行ベクトル d
(t)
0 = [1, r(t), {r(t)}2, r(t)]に

より特徴付けられる巡回行列 circ[d(t)
0 ]である．

(2) 空間割引行列の固有値

空間割引行列D(t) が巡回行列であることに着目する

と，その固有値は離散 Fourier変換により得られる．す
なわち，D(t) は離散 Fourier変換行列:

Z = [z0, z1, z2, z3] (41a)

zk = [ω0, ωk, ω2k, ω3k]T (41b)

ω ≡ exp[ i(2π/4)] (i.e. ω4 = 1) (41c)

業数を任意の数に増加させても，以降の解析手順や結論は全く
変わらない．
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によって対角化される:

Z∗D(t)Z = diag[λ(t)]. (42)

ここで，Z∗はZの共役転置行列 (i.e. Zの逆行列)であ
る．また，λ(t) は行列D(t) の 4個の固有値であり，ベ
クトル d

(t)
0 の離散 Fourier変換:

λ(t) = Z{d(t)
0 }

T (43)

により与えられる．ここで，ベクトル d
(t)
0 の要素の並

びが 2番要素 {r(t)}2 を境に反転することに注意すると，
D(t)の 2個の固有値は，1種の 2重根と 2種 (k = 0,M)
の単根からなることが判る．さらに，上式の右辺は解

析的に評価でき，結局，D(t)の固有値は，r(t)の簡単な

関数として表現される:

補題 3.1 円周多都市システムにおける空間割引行列D(t)

の第 k固有値 (k = 0, 1, 2, 3)は，次のとおり与えられる:

λ(t)
k =


(1 + r(t))2 if k = 0

(1 + r(t))(1 − r(t)) if k = 1, 3

(1 − r(t))2 if k = 2

(44)

さて，以降で CPモデルの分岐特性を考察する際に
は，行列D(t) をその行和:

d(t) ≡ d
(t)
0 · 1 = λ

(t)
0 (45)

で正規化した行列D(t)/d(t) の固有値 f (t) が重要な役割

を果たす．そこで，補題 3.1を用いて f (t)の特性を調べ

ると，以下の結論が得られる:

補題 3.2 円周都市システムにおける空間割引行列
D(t)/d(t)の固有値・固有ベクトルは，以下の特性を持つ．

1) 第 k 固有ベクトル (k = 0, 1, ...,K − 1) は，離散
Fourier変換行列の第 k列ベクトル:

zk ≡ [1, ωk, ω2k, ω3k]T (46)

によって与えられる．ここで，ω ≡ exp[ i(2π/4)]
である．

2) 第 k固有値 (k = 0, 1, 2, 3)は，以下のように与えら
れる:

f (t)
k =


1 if k = 0,

c(r(t)) if k = 1, 3,

c(r(t))2 if k = 2.

(47)

ここで，c(r(t)) ≡ (1 − r)/(1 + r)．
3) いずれの固有値も r(t) ∈ [0, 1)に関する単調減少関
数で，その値域は (0, 1]である (ただし，第 0固有
値は r(t) の値によらず常に 1)．

4) 任意の r(t) ∈ [0, 1)に対して，最大固有値は第 0固
有値 (その値は常に 1)，最小固有値は第 2固有値で
ある．

(3) 調整ダイナミクスの Jacobi行列の固有値

2.節で示したように，CPモデル均衡解の安定性や分
岐現象の有無は，調整ダイナミクスの Jacobi行列∇F (h)
の固有値 gによって判定できる．以下では，この gが，

空間割引行列D(t)/d(t) の固有値 f (t) の簡単な関数とし

て得られることを示そう．CPモデルが持つ本質的特性
を調べるために，skilled worker tが円周上の各都市に
h(t) = H(t)/4人ずつ均等に分散した均衡状態 (分散均衡
状態) h̄(t) = h(t)1 ∀t (i.e.,全ての都市の条件が均質とな
る状況)を扱う．

なお，以降では，産業構造が階層化するメカニズム

を明快に示すために，産業の異質性は relocation cost
のみ (i.e., relocation cost 以外のパラメータは全て同
一)，かつ産業が 2 種類という状況を考える．すなわ
ち，relocation costのかからない skilled worker 0と
relocation costのかかる skilled worker 1のみが存在
する状況を扱う．このときの skilled worker全体の分
布を h̄ ≡ [{h̄(0)}T, {h̄(1)}T]Tと表す．すると，分散均衡状

態では，必ず条件 (29)を満たすため，∇F (h̄)が式 (31):

∇F (h∗) =

 ∇0F
(0)(h∗) ∇1F

(0)(h∗)

0 0

 (48)

で与えられる．さらに，この各ブロックの部分行列が

巡回行列となる．これを具体的に確認しておこう．そ

のために，間接効用関数の Jacobi行列 ∇mv
(n)(h̄)を調

べる．産業間で同一の値となるパラメータのインデッ

クス (t)を省略すると，skilled workerの分布が h = h̄

である場合，

M = (hd)−1D (49)

であるから，間接効用関数と間接効用関数の Jacobi行
列は，

v(t)(h̄) =

∑
m

ln[hd]
σ − 1

+
2h + l
σh

1 (50)

∇mv
(n)(h̄) =



1
h

( 1
σ − 1

+
1
σ

)
D

d

− l(h + 1)
σh2

DDT

d2 if m = n

1
h

( 1
σ − 1

+
1
σ

)
D

d
if m , n

(51)

に帰着する．この Jacobi行列の式 (51)右辺に現れる行
列D は巡回行列であるから，∇mv

(n)(h̄)もまた巡回行
列である．

この結果に加え，式 (32)で表される ∇mF
(0)(h̄)が

∇mF
(0)(h̄) =


h
{(
I − 1

4
E

)
∇0v

(0) − v̄(0)

4
E

}
if m = 0,

h
(
I − 1

4
E

)
∇1v

(0) if m = 1,

(52)
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と表せることを利用すると，調整ダイナミクスの Jacobi
行列 (31)の各ブロックの部分行列が巡回行列であるこ
とがわかる．

Jacobi 行列 ∇F (h̄) の部分行列が巡回行列であるた
め，4 × 4の DFT行列 Z[4] を対角ブロックに持つ行列

Ẑ ≡ diag[Z[4],Z[4]]による相似変換を施すことで各ブ
ロックを対角化できる:

Ẑ∗∇F (h∗)Ẑ =

 diag[λ(0,0)] diag[λ(0,1)]

0 0

 . (53)

ここで，Ẑ∗ は Ẑ の共役転置行列，λ(0,m) は ∇mF
(0)(h̄)

の固有値である．この行列が上三角行列であることを

利用すると，∇F (h̄)の固有値と固有ベクトルが容易に
得られる．その結果は，次の補題にまとめられる．

補題 3.3 分散均衡状態 h̄における調整ダイナミクスの

Jacobi行列 ∇F (h̄)の固有値，固有ベクトルは，以下の
ように与えられる:

1) 第 4t + i固有値 g4t+i (t = 0, 1; i = 0, 1, 2, 3)は次の
ように表される6:

g4i+ j =


− v̄(0)

4
< 0 if t = i = 0,

G( f j) if t = 0 and i = 1, 2, 3,

0 otherwise,

(54)

G(x) ≡ bx − ax2. (55)

ここで， f j はDの第 j固有値，a ≡ (2 + lh−1)σ−1,
b ≡ (σ − 1)−1 + σ−1 である．

2) 第 4t + i固有ベクトル z4t+i (t = 0, 1, i = 0, 1, 2, 3)
は次のように表される:

z4t+i =

 z
(0)
ti

z
(1)
ti

 , (56)

z
(m)
ti =


zi if t = m,

c(m)
i zi if t = 0 and m = 1,

0 otherwise.

(57)

ここで，ziは 4× 4のDFT行列Z の第 i列ベクト
ル，c(m)

i ≡ −λ(0,m)
i /λ(0,0)

i ，λ(0,m)
j は式 (53)で定義さ

れる λ(0,m) の第 i要素である．

補題 3.3で示された固有値 g4t+i は，skilled worker
の人口分布を分散均衡状態 h̄から第 3i+ j固有ベクトル
z4t+i 方向へ導く純集積力 (net agglomeration force)を
表している．この純集積力 g4t+iが正である場合，分散

均衡状態は不安定であり，人口分布が固有ベクトル z4t+i

6 ここで，∇F (h̄) の固有値 g4t+i の内，g4+i が常に 0 となるのは，
分散均衡状態において，relocation costのかかる skilled worker
1に関する調整ダイナミクスが h(1) = 0 (i.e.,移住が起こらない)
となることに起因する．したがって，これらの固有値がゼロと
なっている状況でも，分散均衡状態が安定的であることに注意
が必要である．

方向に変化する．一方，全ての g4t+iが負であれば，ど

の方向に集積パターンが変化しても skilled workerの
効用が増加しないため，分散均衡状態が安定的となる．

4. 階層パターンの創発

分散均衡状態 h̄における輸送費用の低下に伴い発生

する分岐の挙動は，前節で得られた ∇F (h̄)の固有値・
固有ベクトルにより調べることができる．そこで，本章

では，(1)節で分岐が発生する条件を示したのち，分岐
により創発する集積パターンを (2)節で明らかにする．

(1) 分岐の発生条件

分散均衡状態 h̄において，輸送費用パラメータ τの

低下に伴って分岐が発生する条件を確認しよう．均衡

解が分岐するには，∇F (h̄)の固有値 gのいずれかの符

号が変化する必要がある．補題 3.3より，符号が変化し
得るのは gi(i = 1, 2, 3)のみであり，かつ gi は G( fi)に
より与えられる．したがって，分岐が発生するには fi
が取りうる値の範囲内で

G( fi) = 0 (58)

となる必要がある．fi (i = 1, 2, 3)の値域は補題 3.2より
(0, 1]であるため，分岐の発生条件は，以下の補題のよ
うに与えられる:

補題 4.1 多産業 CPモデルにおいて，skilled worker t
が円周都市システムの 4箇所の都市に均等に分散した
均衡状態を考える．このとき，輸送費用パラメータ τの

変化によって，skilled worker 0の立地パターンが少数
の都市へ集積した均衡状態へ分岐するためには，CPモ
デルのパラメータが次の条件を満たす必要がある:

b
a
< 1. (59)

この条件は，既存研究でもよく知られている no-
black-hole条件である．この条件が満たされない場合，
輸送費用パラメータ τが高い状況でも，固有値 giが常に

正となり，分散均衡状態が不安定的 (i.e.,集積均衡解が
安定的)となる．すなわち，輸送費用パラメータ τの変化
に伴う均等分散パターンからの均衡解の分岐は起こらな

い．そこで，以降の分岐解析では，この no-black-hole
条件が満たされている状況のみを考える．

(2) 分散均衡状態からの分岐: 階層構造の創発条件

a) relocation costのない産業の集積

分散均衡状態において，輸送費用の現象に伴い発生

する分岐の挙動を調べる．均衡解の分岐は，純集積力

gi の符号が変化する際に発生するため， fi に関する 2
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次方程式 (58)の実数根:

f ∗+ =
b
a
> 0, f− = 0 (60)

は，分岐が発生する fi の臨界値を表している．この臨
界値 (60)と fiの関係から，分散均衡状態の安定性が確
認できる．3. (3)節で示したように，均衡状態は，純集
積力 giが全ての i (= 0, 1, 2, 3)について負 (gi < 0 ∀i)で
あれば安定，そうでなければ (gi > 0 ∃i)不安定である．
また，純集積力 giは， fiの 2次方程式 (54)で表わされ
る．したがって，分散均衡状態の安定性は，以下の 2つ
の状態毎に決定される．

Case a) fi > f+ ∀k , 0 ⇔ gi < 0 ∀i
(61)

Case b) 0 = f− < fi ≤ f+ ∃k ⇔ gi > 0 ∃i
(62)

すなわち，分散均衡状態は，Case a)において安定，b)
では不安定となり，何らかの集積パターンが創発する．

ここで， fi ∈ (0, 1]であることから，臨界値 f− = 0は分
岐の発生に影響しない．そこで，以降では，2種類の分
岐臨界値のうち， f+ のみについて分析する．

輸送費用パラメータ τを低下させた場合に生じる均

衡解の分岐の特性を， fi の分岐臨界値 (60)を利用しす
ることで明らかにする．ただし，本章では，τと rに一
対一対応関係 (40)があることから，r ∈ (0, 1]の増加に
伴う分岐挙動を調べる．そのために，まず，固有値 fi(·)
を rの関数と考え，その逆関数を ri(·)と書く:

r+ = ri( f+) ⇔ f+ = fi(r+). (63)

ここで，fi(·)は rの単調減少関数である (補題 3.2)から，
その逆関数 ri(·)も fi の単調減少関数である．

初期状態では，輸送費用が大きく，r < ri( f+) ∀i , 0,
が成立しているとしよう．逆関数 (63)の定義から，こ
の条件は，Case a)の条件 (61)と等価であるため，分
散状態が安定的である．rが徐々に増加 (輸送費用 τが
低下)すると，ある i∗に対して，r ≥ ri∗( f+)が成立する．
この条件は，Case b)と同じ条件 (62)を表現している
ため，分散パターンが不安定化することがわかる．こ

こで，最初に r ≥ ri∗ ( f+)を満たす i∗ は，補題 3.2より，

i∗+ = arg .min
i
{ fi(r)} = 2 (64)

である．従って，rが臨界値:

r+ ≡ max
k
{ri( f+)} = r2( f+) =

1 −
√

f+

1 +
√

f+
(65)

となったときに z2に対応した集積パターンh(0) = h̄(0)+

δz2 (図–2-a )方向に skilled worker 0が集積する．rが
r+からさらに増加すると，δが急激に増加し，図–2-bに
示す 2極集積パターン h̄

(0)
(2) = [2h, 0, 2h, 0]T 方向への集

積が進展する．

図–2-a h(0) = h̄(0) + δz2

図–2-b 2極集中パターン: h̄(0)
(2)

図–2 分散均衡状態からの分岐方向

命題 4.1 CPモデルにおいて，no-black-hole条件 (59)
が成立しているものとする．輸送費用が十分に大きく，

skilled workerが各都市に分散した均衡状態を考える．
この状態から，輸送費用パラメータ τを徐々に下げる

(rを徐々に上げる)と，

1) 任意の集積パターン (固有ベクトル z)に対する純
集積力 (固有値 g)は増加し，式 (65)と式 (60)で与
えられる臨界値 r+で 2極集積パターン (図–2-b )方
向に skilled worker 0が集積する．

2) この臨界値 r+は，a) skilled worker人口比率が大
きく (h大)，b) skilled workerの財消費代替の弾
力性が小さい (σ小)，ほど低い．

b) relocation costのある産業の集積

命題 4.1で示した分岐により skilled worker 0の集
積が進展すると，skilled worker 0の人口が増加する都
市 (core)と減少する都市 (periphery)の間で，skilled
worker 1の効用に差が生じる (i.e., v(1)

0 > v(1)
1 となる)．

したがって，その効用差に応じて，skilled worker 1が
集積する可能性がある．そこで，次に，skilled worker
1が集積する (i.e., relocation costのある産業が集積す
る)条件を調べよう．

(3)節で示したように，skilled worker 1の安定性は，
条件 (29)を満足するか否かで判定できる．より具体的
には，skilled worker 1は全ての都市に均等に居住して
いるため (i.e., h(1)

i > 0 ∀i)，次の条件を満足していれば，
分散状態が安定的，そうでなければ skilled worker 1が
skilled worker 0と同じ都市に集積する:

v(1)
0 (h) − v(1)

1 (h) =

1
σ − 1

ln
[
∆0(h(0))
∆1(h(0))

]
+
∆0(h(0)) − ∆1(h(0))

dh(1)
< η10. (66)
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ここで，skilled worker 0が 2極集中パターン h̄
(0)
(2) で

ある場合，条件 (66)の左辺が，

∂(v(1)
0 (h) − v(1)

1 (h))

∂r
= − 1
σ − 1

1 − r2

r(1 + r2)
− 8(1 − r)

(1 + r)3 < 0

(67)

となることに注目しよう．これは，2 都市間の効用差
v(1)

0 (h)− v(1)
1 (h)は，skilled worker 0が 2極集中パター

ン h̄
(0)
(2)となってからは，輸送費用が減少するにつれて，

単調減少することを意味している．したがって，skilled
worker 0が 2極集中し，skilled worker 1が分散して
いる状態 (以降，階層パターン) h̄(2,4) ≡ [h̄(0)

(2), h̄
(1)]にお

いて，条件 (66)が満たされれば，skilled worker 1が
分散している状態が安定的となる (i.e.,産業構造が階層
化する):

v(1)
0 (h̄(2,4)) − v(1)

1 (h̄(2,4)) =

1
σ − 1

ln
[

1 + r2

2r

]
+

(1 − r
1 + r

)2

< η10. (68)

以上の結果は，次の命題にまとめられる:

命題 4.2 命題 4.1で示した skilled worker 0が分散均
衡状態から 2極集中パターンへと集積する状況を考え
る．このとき，skilled worker 1の集積に関する，次の
特性が存在する．

1) skilled worker 1の集積は，skilled worker 0が集
積する過程でしか起こらない．

2) skilled worker 1が集積しない (i.e.,産業構造が階
層化する)条件は，(68)で与えられる．

3) 条件 (68)が成立しない場合，skilled worker 1は
skilled worker 0が集積する都市と同じ都市に集
積する．

5. 階層パターンの進展

前節では，輸送費用の減少に伴い，階層的な産業構造

(階層パターン)が形成される条件を明らかにした．そ
の状態からさらに輸送費用が減少すると，階層パター

ンの安定性が変化し，さらなる集積が起こる．これを

具体的に確認するために，条件 (68)が成立すると仮定
した上で，階層パターンの安定性と分岐挙動を調べる．

(1) 調整ダイナミクスの Jacobi行列の固有値

階層パターン h̄(2,4)の安定性を調べるには，前節まで

と同様，調整ダイナミクスの Jacobi行列の固有値を解
析する必要がある．条件 (68)が成立する場合，調整ダ
イナミクスは，

∇F (h̄(2,4)) =

 ∇0F
(0)(h̄(2,4)) ∇1F

(0)(h̄(2,4))

0 0

 (69)

で与えられるため，第??章と全く同様の方法を採用す
ることで，その解析を容易に行うことができる．この

解析により，調整ダイナミクスの Jacobi行列の固有値
は，次の補題のとおり与えられる:

補題 5.1 階層パターン h̄(2,4) での調整ダイナミクスの

Jacobi行列 ∇F (h̄(2,4))の固有値 ĝ は，以下のとおり与

えられる:

ĝ4t+i =



−v̄(0)(h̄(2,4)) < 0 if t = i = 0,

v(0)
1 (h̄(2,4)) − v̄(0)(h̄(2,4)) if t = 0 and i = 1, 3,

Ĝ( f̂i/2) if t = 0 and i = 2,

0 otherwise,

(70a)

Ĝ(x) ≡ bx − âx2. (70b)

ここで，â(0) ≡ (3 + lh−1)/(2σ), f̂i は巡回行列 D̂ ≡
circ[1, r2]を行和 d̂ ≡ 1+ r2で正規化した行列 D̂/d̂の第
i固有値である:

f̂ = [1, c(r2)]T. (71)

(2) 分岐発生条件

階層パターンから分岐が発生するための条件を確認

しておこう．補題 5.1より，rの変化に伴って分岐が発
生するには， f̂iの値域 (0, 1]の範囲内で ĝ4t+i = 0となる
必要がある．式 (70)より，均衡条件が満たされる限り
ĝ4t+iのうち符号が変化し得るのは，ĝ2のみである．した

がって，輸送費用パラメータ τの減少によって，skilled
worker 0が少数の都市へ集積するためには，次の補題
で示す条件を満足する必要がある．

補題 5.2 多産業CPモデルにおいて，階層パターン h̄(2,4)

が安定均衡状態となる状況を考える．このとき，輸送

費用パラメータ τの変化によって，skilled worker 0の
立地パターンが少数の都市へ集積した均衡状態へ分岐

するためには，CPモデルのパラメータが次の条件を満
たす必要がある:

b
â
≤ 1 (72)

この条件は，分散均衡状態での no-black-hole条件に対
応する条件である．さらに，この条件は，補題??より
厳しい条件であるため，b/a ≤ 1 < b/âが成立する場合，
輸送費用パラメータ τが高い場合でも，固有値 ĝkが常

に正となり，分散均衡状態からの分岐で創発した 2極
集中パターンが安定化しない．すなわち，輸送費用パ

ラメータ τの変化に伴う 2極集中パターンからの均衡
解の分岐は起こらない．そこで，以降の分岐解析では，

この条件が満たされている状況のみを考える．
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(3) 階層パターンからの分岐

a) relocation costのない産業の集積

階層パターンから分岐が発生する f̂iの臨界値は，(2)
節と同様の手順により，次のように与えられる:

f̂+ =
b
â
> 0, f̂− = 0. (73)

f̂iの値域が (0, 1]であることから，階層パターンにおい
ても，分散均衡状態の場合と同じく，一方の臨界値 f̂−
は無視することができる．したがって，以降では， f̂iが
f̂+ に達する際の分岐挙動を分析する．
輸送費用 τを低下 (rを増加)させた場合に生じる均

衡解の分岐の特性を示すために，固有値 f̂i(r)の逆関数
r̂を定義しておこう:

r̂+ = r̂i( f̂+) ⇔ f̂+ = f̂i(r̂+). (74)

ここで， f̂i(·)は rの単調減少関数である (式 (71))ため，
その逆関数 r̂i(·)も f̂i の単調減少関数である．
初期状態として，2極集中パターンが安定均衡解であ

る状態を考える．この状態から rをさらに増加 (i.e.,輸
送費用 τを減少)させると， f̂i = f̂+ が成立する r = r̂+
において，最初に ĝi = 0となる (i.e.,分岐が発生する)．
ここで，補題??より，ĝi = 0となり得る iは明らかに 2
のみであるため，rが臨界値

r̂+ = r̂2( f̂+) =

√
1 − f̂+
1 + f̂+

(75)

に達すると，その固有ベクトル ẑ2 = [1, 0,−1, 0]T に対

応した集積パターン

h(0) = h̄
(0)
(2) + δẑ2 = [2h + δ, 0, 2h − δ, 0]T (76)

方向に，skilled worker 0が集積する．r̂∗からさらに r
を増加させると，δ ∈ [0, 2h]が急激に増加し，最終的に
hは 1極集中パターンとなる．以上の議論は，次の命
題にまとめられる．

命題 5.1 CPモデルにおいて，条件 (72)が成立し，2極
集中パターンが安定的であると考える．その状態から

さらに rを増加させると，
1) 式 (75)で与えられる臨界値 r̂∗で 1極集中パターン
方向に skilled worker 0が集積する．

2) 臨界値 r̂∗は，a) skilled worker人口比率が大きく
(h大)，b) skilled workerの財消費代替の弾力性が
小さい (σ小)，ほど低い．

b) relocation costのある産業の集積

命題 5.1で示した分岐により skilled worker 0の集積
が進展すると，b)節での議論と同様に，skilled worker
1 が集積する可能性がある (v(1)

0 > v(1)
1 > v(1)

2 が成立

するため)．そこで，skilled worker 1が集積する (i.e.,
relocation costのある産業が集積する)条件を調べよう．

最初に，skilled worker 0が 1極集中パターン h̄
(0)
(1)で

ある場合，条件 (66)の左辺が，

∂(v(1)
0 (h) − v(1)

1 (h))

∂r
= − 1
σ − 1

1
r
− 4(3 − r)

(1 + r)3 < 0 (77a)

∂(v(1)
0 (h) − v(1)

2 (h))

∂r
= − 1
σ − 1

2
r
− 8

(1 + r)2 < 0 (77b)

となることに注目しよう．これは，b)節と同様，skilled
worker 0 が 1 極集中パターンとなってからは，都市
間の効用差が輸送費用が減少するにつれて単調減少す

ることを意味している．したがって，skilled worker
0 が 1 極集中し，skilled worker 1 が分散している状
態 h(1,4) ≡ [h̄(0)

(1), h̄
(1)]において，条件 (66)を満たせば，

skilled worker 1は移住しない (逆に，この条件を満た
さない場合，効用が増加する方向に skilled worker 1が
集積する):

v(1)
0 (h(1,4)) − v(1)

1 (h(1,4)) = −
1
σ − 1

ln[r] +
4(1 − r)
(1 + r)2 < η10,

(78a)

v(1)
0 (h(1,4)) − v(1)

2 (h(1,4)) = −
2
σ − 1

ln[r] +
4(1 − r)
(1 + r)

< η20.

(78b)

以上の結果は，次の命題にまとめられる:

命題 5.2 階層パターン h̄(2,4) が安定的な状態から，命

題 5.1で示したように，skilled worker 0が 1極集中パ
ターン方向に集積する状況を考える．このとき，skilled
worker 1の集積に関する，次の特性が存在する．

1) skilled worker 1の集積は，skilled worker 0が集
積する過程でしか起こらない．

2) skilled worker 1が集積しない (i.e.,産業構造が階
層化する)条件は，(68)で与えられる．

3) 条件 (78a)が成立しない場合は都市 1から 0へ，条
件 (78b)が成立しない場合は都市 2から 0に skilled
worker 1が集積する．

6. 数値計算例による大域的な分岐特性の確認

(1) 数値実験方法

本節では，これまでに得られた理論解析結果をわか

りやすく示すために，輸送費用の減少に伴い多都市・多

産業 CPモデルで創発する典型的な集積パターン (i.e.,
同時集積パターン，階層パターン)の数値計算例を示す．
ここでは，数値計算により均衡解を求めるアルゴリズ

ムとして，Ikeda, Akamatsu and Kono24),池田ら25)と

同様，計算分岐理論と群論的分岐理論を適切に組み合

わせた方法を採用する (計算分岐理論・群論的分岐理論
の詳細は，例えば，Ikeda and Murota26),藤井・大崎・
池田27)参照)．
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以降で示される数値計算例では，パラメータをH(t) =

1/T, σ = 5.0, l = 1.0と設定し，relocation costは都市間
の距離に依存しない (i.e.,産業のみに依存する: η(t) = η(t)

i j

∀i, j , i)ケースを扱う．ただし，階層パターンが創発
する場合については，前節までで解析した 4都市 2産
業のケースに加え，複数の階層が現れる 8都市 4産業
とした場合の数値計算例も提示する．数値計算により

得られる安定的な均衡解は，縦軸に人口最大都市にお

ける産業毎の skilled workerの割合 (h(t)
i /H

(t))，横軸に
rを取った図により示す．また，図の赤，青，緑，黄色
の実線は，各々，産業 0, 1, 2, 3の skilled workerの割
合を表す．

(2) 同時集積パターンが創発する場合

命題 4.2で示した両産業が同時に集積する条件を満
たす η(1) = 0.2とした場合の均衡立地パターンは，図–
3-aで示すとおりである．この結果から，輸送費用の減
少に伴い “分散・分散→ 2極・2極→ 1極・1極”と集
積パターンが変化しており，両産業が常に同じ都市に

集積することが分かる．さらに，図–3-bから，skilled
worker 1の集積は，必ず skilled worker 0の集積過程
で起こる，という命題 4.2 1)と整合的な結果も確認で
きる．

図–3が示すように，分散均衡状態 h̄から両産業が同

時に 2つの都市に集積する場合，必ず，その後の (1都
市への)集積も同時に起こる．これは，分散均衡状態か
ら 2極集中パターンに人口分布が変化するより，2極集
中パターンから 1極集中パターンに変化する方が，移
動する人口 (skilled worker 0)が多いためである．その
結果として，skilled worker 1の都市間効用差は，“分
散→ 2極”より “2極→ 1極”の方が大きくなり，常に
両産業が同時に集積する．

(3) 階層パターンが創発する場合

a) 4都市 2産業のケース

まず，前節までで解析した 4都市 2産業のケースに
おいて，命題 4.2で示した階層パターンが創発する条件
を満たす η(1) = 0.3, 0.5とした場合を考える．図–4-aは，
命題 5.2で示した条件 (78b)のみが満たされないケース
である，η(1) = 0.3とした場合の結果である．この図か
ら，skilled workerの分布が “分散・分散→ 2極・分散
→ 1極・3極”と進展しており，輸送費用の低下により，
階層的な産業構造が形成されていることが分かる．よ

り具体的には，輸送費用が中程度 (rが 0.35～0.65程度)
であれば「両産業が立地する都市」と「産業 1のみが
立地する都市」の 2段階，輸送費用が低い (r > 0.65)場
合は「両産業」，「産業 1」，「産業なし (農業部門のみが
立地)」という 3階層からなる産業構造が創発している．
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図–3-a r ∈ (0, 1]の範囲の集積パターン

0.3 0.35 0.4 0.45 0.5 0.55 0.6 0.65 0.7 0.75

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

 r

 h
i /H

 

 

図–3-b 集積の進展過程

図–3 両産業が同時に集積する場合: η(1) = 0.2

さらに，η(1) = 0.5とした場合の安定的な均衡状態を
図–4-bに示そう．このケースでは，条件 (68), (78)が常
に満たされるため，図–4-aと異なり，skilled worker 1
は常に分散する．具体的には，輸送費用の低下に伴い，

“分散・分散→ 2極・分散→ 1極・分散”と集積パター
ンが進展しており，命題 4.2, 5.2と整合的な結果が確認
された．

b) 8都市 4産業のケース

これまでに解析した 4都市 2産業から，都市数・産
業数を増加させると，より多くの階層をもつ都市シス

テムが形成されると考えられる．そこで，次に，都市
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図–4-a 3段階の階層: η(1) = 0.3
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図–4-b 2段階の階層: η(1) = 0.5

図–4 階層パターンが創発する場合

数を 8，産業数を 4とした場合の数値計算例を示そう．
図–5-aは η ≡ [η(0), η(1), η(2), η(3)] = [0.0, 0.1, 0.2, 0.3]と
した場合，図–5-bは η = [0.0, 0.1, 0.18, 0.3]とした場合
の数値計算結果である．これらの図から，産業の階層

が，輸送費用の減少に伴う skilled workerの集積によ
り，徐々に増加していることが分かる．より具体的に

は，均衡解の分岐により，産業の階層が “1段階→ 2段
階→ 3段階→ 4(5)段階”へと増加している．この結果
から，都市数・産業数の増加に伴い，より複雑な都市シ

ステム内の産業の階層構造が表現できることが分かる．
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図–5-a 4段階の階層構造: η(2) = 0.2
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図–5-b 5段階の階層構造: η(2) = 0.18

図–5 8都市 4産業での安定的な集積パターン

7. おわりに

本章では，relocation costを導入した多産業CPモデ
ルを構築し，その分岐特性を解析的に示した．その結

果，階層的な産業構造が，安定的な均衡状態として創

発し得ることが明らかにされた．これは，産業毎に異

なる “立地変更の慣性力”が，産業構造を階層化させ得
ることを意味している．この階層化メカニズムは，従

来研究では全く知られていない新たな知見である．

本研究では，産業構造の階層化メカニズムを明快に

示すために，myopicな労働者を仮定して分析した．た
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だし，移住に伴う不確実性を認識できる状況を考える

場合，労働者が完全予見的 (perfect foresight)であると
仮定した状況を考えるのがより自然であろう．したがっ

て，完全予見的な労働者を仮定した分析を行い，本章

の結果の頑健性を確認することは，今後の重要な研究

課題である．

付録 I 補題 5.1の証明

式 (32)に h̄(2,4) を代入し，置換行列 P の相似変換を

施すと，∇♯mF (h̄(2,4)) ≡ P∇♯mF (h̄(2,4))P T は

∇♯mF (0)(h̄(2,4)) =

 ∇mF
(0,0) ∇mF

(0,1)

0 ∇mF
(1,1)

 , (I.1)

∇0F
(0,i) ≡ 2h

(
I − 1

2
E[2]

)
∇0v

(0,i) −
v(0)

i (h̄(2,4))

2
E[2],

(I.2)

∇0F
(1,1) ≡

{
v̄(h̄(2,4)) − v1(h̄(2,4))

}
I (I.3)

∇1F
(0,i) ≡ 2h

(
I − 1

2
E[2]

)
∇mv

(0,i) (I.4)

∇1F
(1,1) ≡ 0 (I.5)

で与えられる．∇mv
(0,i) は，以下のように表される

∇♯mv(0)(h̄(2,4)) ≡ P∇mv
(0)(h̄(2,4))P T の 0, iブロックの部

分行列である:

∇♯mv(0)(h̄(2,4)) = ∇♯mS(0) + σ−1
[
∇♯mw(0),(H) + ∇♯mw(0),(L)

]
=

 ∇♯mv(0,0) ∇♯mv(0,1)

∇♯mv(1,0) ∇♯mv(1,1)

 , (I.6)

∇♯mS(0) ≡ (σ − 1)−1M ♯, (I.7)

∇♯mw(0),(H) ≡

{M
♯}T − {M ♯}TH♯

(2)M
♯ if m = 0,

M ♯ if m = 1,

(I.8)

∇♯mw(L) ≡

−l{M ♯}TM ♯ if m = 0,

0 if m = 1,
(I.9)

ここで，M ♯,H♯
(2) は，各々 ，M ,diag[H̄(2,4)] ≡

diag[3h, h, 3h, h]を P で置換した行列である:

M ♯ ≡ PMP T

=
1

2h
circ[D̂/d̂, Ê[2]/2] =

1
2h

 D̂/d̂ Ê[2]/2

Ê[2]/2 D̂/d̂

 ,
(I.10)

H♯
(2,4) ≡ Pdiag[H̄(2,4)]P T = diag[3h, 3h, h, h]. (I.11)

以上の結果から，v(i, j) が巡回行列であることが確認で

きるため，式 (I.1)の各ブロックの部分行列F (i, j)も巡回

行列であることがわかる．したがって，∇♯F (h̄(2)) は，
2 × 2 の DFT 行列 Z[2] を対角ブロックに持つ Ẑ ≡
diag[Z[2],Z[2]] による相似変換により，全てのブロッ

クを対角化できる．さらに，各ブロック行列を対角化

した行列は，上三角行列であるため，その対角要素が

∇F (h̄(2))の固有値となる．これを計算すると，式 (70)
が得られる．
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